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Ａ．研究目的 
わが国では、超高齢社会の進展ととともに

認知症者の増加が社会的な問題となってい
る。これに伴う精神科病院への認知症者の入
院の増加は、特に人権的配慮から社会的な批
判を受けるようになった。一方、政府は平成
27 年 1 月に認知症施策推進総合戦略（新オ
レンジプラン）を公表し、認知症者の意思が
尊重され、できる限り住み慣れた地域で、自
分らしく暮らし続けることができる社会の
実現を目標として掲げた。これを実現するた
めには、地域における生活支援体制の構築が
必須であり、訪問看護に代表されるような、
専門職による訪問サービスがそのシステム
の中核になると考えられる。実際イギリスで
は国家戦略としてアドミラルナース（認知症
者とその家族を支援するために訪問看護を
行う）の育成を推奨している。石川県立高松
病院（以下、当院）では、平成 21 年度より
認知症専門の訪問看護を行っており、認知症
者の在宅生活の継続に一役買っていると自
負している。そこで今回は、認知症者の地域
生活支援における訪問看護の役割を明確に

するとともに、訪問看護により精神科病院へ
の入院を抑制できるかについて検討した。こ
れまで先行研究はなく、これからの我が国の
認知症施策に与えるインパクトは大きいと
考える。 

Ｂ．研究方法 
研究１．認知症訪問看護の対象者の類型化の
試み 
 平成23年度～25年度の3年間に、当院で実
施された認知症訪問看護の対象者の実態を
分析し、その類型化を試みる。 
研究２．認知症者への精神科訪問看護が入院
期間や退院先に与える影響の検討 
平成 26 年 4 月 1 日から 27 年 9 月 30 日の

間に、当院へ入院した認知症者のうち、世帯
構成が単身世帯か子と二人世帯の 58 人を対
象とした。事前に訪問看護をしていた群（訪
問群）12 人と訪問看護をしていなかった群
（対照群）46 人に分け、自宅へ退院するま
での期間とそれに影響を与える要因につい
て、Cox 比例ハザードモデルを用いて検討し
た。平成 27 年 9 月 30 日現在入院中の者は

【研究要旨】 
石川県立高松病院（以下、当院）の日常診療から、認知症者の地域生活支援における訪問看護の役割

を明確にするとともに、訪問看護により精神科病院への入院を抑制できるかについて検討した。平成 26
年 4 月から 27 年 9 月に当院へ入院した単身か子と二人世帯の認知症者のうち、事前に訪問看護を行って
いた群（訪問群）12 人と訪問看護をしていなかった群（対照群）46 人について後方視的に比較検討した。
自宅への退院は訪問群が 8 人（67％）、対照群が 17 人（40％）で退院先に有意差はなかったが、入院期
間は訪問群平均 78.2 日、対照群 329.1 日と有意差を認めた。自宅に退院するまでの期間に影響を与える
のは事前の訪問看護がある場合だけだった。次に訪問看護をうけながら単身生活を続けている認知症者
の家族介護者 5 人にインタビューを行い、訪問看護を受けることで本人及び介護者の心境や態度に生じ
た変化を質的記述的に検討した。訪問看護は家族介護者を身近なところからエンパワーメントし、認知
症者の単身生活の継続に対して前向きにさせることが明らかとなった。「認知症の人の意思が尊重され、
できる限り住み慣れた地域で、自分らしく暮らし続けることができる社会の実現」という新オレンジプ
ランの理念を推進するに当たり、訪問看護は有力な手段であり、認知症者の精神科病院への入院抑制に
つながることが確認された。 
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その日までを入院期間とした。 
研究３．単身認知症者に対する訪問看護の効
果に関する検討 
【研究協力者】 
谷本千恵：石川県立看護大学精神看護学・准
教授 
大江真吾：石川県立看護大学精神看護学・助
教 
岡田幸子、竹下理代、福井可奈絵：石川県立
高松病院・看護師 
当院通院中で訪問看護を利用している単

身の認知症者のうち、表３に示した5人の家
族介護者に半構成的インタビューを実施し
た。インタビューは外来受診時に行い（ケー
スAのみ自宅）、本人たちとは初対面の認知
症病棟看護師3人が行った。インタビュー内
容は、許可を得たうえICレコーダーで録音し
た。録音内容をすべて逐語録に起こし、質的
記述的に分析した（テーマ内容分析：themat
ic content analysis）。逐語録を繰り返し
読み、訪問看護による認知症患者と家族介護
者への影響に関する記述部分を抽出しデー
タとした。抽出したデータの意味を損なわな
い文脈で区切りコード化した。コード化した
意味内容の類似性と相違性を比較しながら
類型化し、サブカテゴリ化した。さらにサブ
カテゴリを内容別に類型化し、抽象度を高め
カテゴリ化した。データ分析の信頼性と妥当
性を高めるために本研究は2名（C.T.とS.O.）
の研究者間で分析の過程を共有化し、コード
化からカテゴリ化のプロセスを確認し検討
を行いながら進めた。 
（倫理的配慮） 
研究１～３は石川県立高松病院倫理委員

会の承認を得た。研究３については家族介護
者に対して本研究の目的と方法、プライバシ
ー保護と匿名性の確保、参加は自由意志であ
ること、途中辞退の自由、データは研究の目
的以外で使用しないこと、データ管理は研究
者自身が厳重に行うこと、研究結果は学会や
学術誌にて公表予定であることを文書と口
頭で説明し、文書にて同意を得た。 

Ｃ．研究結果 
研究１：平成23年～25年度の3年間で、新規
に認知症訪問看護を行った194人のうち複数
回訪問をしていた161人について調査した。

性別は男性51人（31.7％）、女性110人（68.
3％）、平均年齢は78.0歳であった。診断は
アルツハイマー型認知症が78人（48.4％）、
レビー小体型認知症が26人（16.1％）、前頭
側頭型認知症などその他の認知症が17人（1
0.6％）、その他老年期精神障害が40人（24.
8％）であった。世帯構成は、単身世帯、夫
婦二人世帯（以下、夫婦世帯）、未婚・離婚
の子と同一世帯（以下、子と二人世帯）、既
婚の子家族との同一世帯（以下、子家族世帯）
の4群に集計した。単身世帯が30人（18.6％）、
夫婦世帯が52人（32.3％）、子と二人世帯が
20人（12.4％）、子家族世帯が59人（36.6％）
であった。単身世帯と子と二人世帯を合わせ
た50人のうち女性が47人（94.0％）と、対象
者のほとんどが女性であった。夫婦世帯は女
性が23人（44.2％）で男性が過半数を占めた。
子家族世帯では女性が40人（67.8％）であり、
全体の比率とほぼ同じであった。 
研究２：対象者の属性を表１に示す。 

   
訪問群は対照群に比べ、年齢が若く、入院時
のMMSE得点が高かった。性差、診断、入院
時主訴、入院時NPI得点に有意差を認めなか
った。N-ADL得点は訪問群で高い傾向にあ
ったが、有意差はなかった。自宅への退院は、
訪問群が8人（67％）、対照群が17人（40％）
だが、退院先について有意差はなかった（図
１）。 
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両群の入院期間は図２に示すとおりであ
り、平均日数にすると訪問群 78.2 日、対照
群 329.1 日と有意差を認めた。自宅へ退院す
るまでの期間に影響を与える要因として、両
群に有意差のあった年齢、MMSE 得点と事
前の訪問看護の有無を Cox 比例ハザードモ
デルで検討したところ、表２に示すように年
齢や MMSE 得点は関係なく、事前の訪問看
護だけが入院期間に関与していた。 

 
 

 
 
以上より、自宅に退院するまでの期間に影

響を与えるのは事前の訪問看護がある場合
だけだった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

研究３：表３に示す通り、インタビュー対象
者はすべて女性であり、平均年齢は 61.4 歳
（52～81 歳）、平均介護経験年数は 5.2 年
（2.4～8.5 年）であった。 

  
家族介護者の居住地は認知症者と同一ある
いは隣接市町であり、自家用車で 30 分以内
にある。認知症高齢者との続柄は、長女が 2
名、長男の嫁が 2 名、烏帽子親 1 名である。
分析より、訪問看護導入前の介護者の体験と
して、「本人の異変や行動の障害」、「診断時
の介護者の不安・混乱」、「介護者の苦悩」の
３つのカテゴリが、導入後の体験として、
「訪問看護師の存在による介護者の安心
感・精神的ストレスの緩和」、「疾患や本人へ
の理解が深まる」、「本人のポジティブな変
化」、「適切な支援があれば認知症者の単身
生活は可能である」の４つのカテゴリが抽出
された（表４,５）。 
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Ｄ．考察 
訪問看護には厳密な適応基準がなく、主治

医の判断と患者及び家族の希望により実施
される。したがって通常の外来診療や在宅介
護サービスの利用だけでは対応が困難と思
われるケース、例えば単身者、介護家族の疲
弊が強い場合、地域との関係調整が必要な場
合などが対象になりやすい。訪問看護の対象
であること自体が精神科入院のリスクであ
る可能性があるため、訪問看護の有無と入院
の有無を比較するといった単純な検討では
訪問看護の効果は検証できない。 
まず研究１より、当院が行っている訪問看

護の対象者は世帯構成により「単身・子と二
人」世帯、「高齢夫婦」世帯、「子家族と同
居」世帯の3群に分類でき、それぞれによっ
て訪問看護の目的が異なる可能性が示唆さ
れた。特に「単身・子と二人」世帯は、純粋
に家族介護力が不足していると考えられ、対
象者のほとんどが女性であるため、ばらつき
の少ない集団と考えられた。このため、以降
の研究対象を「単身・子と二人」世帯に絞る
ことにした。 
研究２より、「単身・子と二人」世帯、す

なわち家族介護力の不足しているケースで
は、早期から訪問看護を行なっていれば、一
旦入院しても自宅へ退院するまでの期間が
短縮し、施設へ退院する場合でも入院期間が
短くなることが判明した。新オレンジプラン
に掲げられた循環型のシステムを有効なも
のにするためにも訪問看護は有効な手段だ
と考えられた。 
研究３では、質的記述的検討により、認知

症者に対する訪問看護の効果や役割を検討
した。訪問看護導入前、介護者は認知症の症
状により直接的にもたらされた不安や困惑
の他に、認知症と診断されたことによるショ
ックや将来への不安、孤独感や周囲からの疎
外感、患者と向き合えないことへの罪悪感に
苦しんでいた。このような感情は診察室では
表出されにくく、我々医師が想像するよりも
遥かに強い苦悩が、認知症の家族介護者には
あると思われた。認知症介護者には、疾患や
介護技術の知識以前に、共に戦う味方の存在
が必要だと思われる。新オレンジプランで推

進されている認知症カフェはこれに応じた
ものであり、今以上に普及させる必要がある。 
 訪問看護導入後、介護者は訪問看護師にい
つでも、何でも相談できる安心感や親近感を
抱いている。この介護者と訪問看護師の「友
達のような」親近感はアドミラルナースの役
割としても強調されており1)、親近感がある
からこそ交わされる情報も深まり、看護の個
別性が発揮されるものと推察できる。また介
護者は、訪問看護師の態度から認知症者への
対応方法を学び、認知症者を肯定的に捉える
ことができるようになり、認知症者でも単身
生活を続けることに前向きな考えを示して
いた。このように訪問看護師の活動は家族介
護者をエンパワーメントし、結果として「一
日でも長く住み慣れた自宅で暮らしたい」と
いう認知症者の希望を叶えること、すなわち
認知症者の権利擁護に繋がっている。 
一方で、介護者は服薬管理を含めた身体面

でのサポートからも安心感を得ていた。認知
症者は自ら身体的不調を表現できなかった
り、身体的不調が原因で焦燥や興奮といった
BPSDを呈したりすることも稀ではないため、
特に身体観察が重要である。我が国では、認
知症者とその家族の最も身近な存在である
べきケアマネジャーの、90％近くが福祉系の
基礎資格者であり、一般的に身体的・医学的
な問題への対応は不得手である。このことは
認知症者の在宅生活支援を推進するにあた
り、大きなハンデとなる可能性がある。 
 アドミラルナースの役割として、多職種と
の連絡調整機能は重要である1)。今回の研究
では、介護者はこのことをあまり語らなかっ
たが、それは当院との繋がりが保証されてお
り、訪問看護師を通して院内外の関係者に情
報が伝達されることが自明だからだと思わ
れる。このような訪問看護師の「ハブ」とし
ての機能、すなわち連絡調整機能については
既報の通りである2)。 
（参考文献） 
1) Frances Bunn, et. al.:Specialist nur
sing and community support for the care
rs of people with dementia living at ho
me:an evidence synthesis. Health and So
cial Care in the Community;24(1),48-67,
2016 
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2) 北村 立：目指せ！日本のアドミラルナ
ース－石川県立高松病院・認知症訪問看護チ
ームの紹介－．全国自治体病院協議会雑誌，
54(6)：139-142 
 
Ｅ．結論 
 「単身・子と二人」世帯、すなわち家族介
護力の不足しているケースでは、早期から訪
問看護を行なっていれば、一旦入院しても自
宅へ退院するまでの期間が短縮し、施設へ退
院する場合でも入院期間が短くなることが
判明した。また訪問看護は家族介護者を身近
なところからエンパワーメントし、認知症者
の在宅介護に対して前向きにさせることが
明らかとなった。「認知症の人の意思が尊重
され、できる限り住み慣れた地域で、自分ら
しく暮らし続けることができる社会の実現」
という新オレンジプランの理念を推進する
に当たり、訪問看護は有力な手段であり、認
知症者の精神科病院への入院抑制につなが
る。 
 
Ｆ．健康危険情報 
 特になし 
 
Ｇ．研究発表 
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の臨床的特徴に関する検討．老年精神医学雑
誌，25(9)：1027-1053.2014. 
２）北村 立：生活機能をふまえた BPSD
薬物治療のあり方．老年精神医学雑誌，26(増
刊号Ⅰ)：123-128,2015. 
３）村井千賀，北村 立：社会参加の再開に
より娘に対する被害妄想が消失した一例．老
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賀、北村 立：精神科病院における認知症高
齢者に対する作業療法．作業療法ジャーナル，
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６ ） Tatsuru Kitamura, Shinnichi 
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７）Shinichi Tochimoto, Maki Kitamura, 
Shoryoku Hino, Tatsuru Kitamura : 
Predictors of home discharge among 
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Apr27.doi:10.1111/psyg.12114 
８）Kitamura T, Hino S.：Disinhibition 
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退院と在宅支援，9(4)；54-58，2016 
10）北村 立：なぜ抗精神病薬による鎮静か
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MEDICINE36；1039-1043，2016 
11）北村 立，森 京子：向精神薬（睡眠薬・
抗不安薬，抗うつ薬，抗精神病薬）によって
誘発される認知症・認知障害．医薬ジャーナ
ル，52(11)；83-88，2016 
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１）北村 立：地域の視点から認知症医療を
考える 認知症医療において精神科病院が
果たすべき役割．日本老年精神医学会，東京
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